平成１８年度　２級建築士試験　学科試験問題

〔 建築法規 〕

【ＮＯ．１】

　用語に関する次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。
　１　耐火建築物の3階で、道路中心線から4m以下の距離にある建築物の部分は、原則として、「延焼

　　　のおそれのある部分」に該当する。
　２　用途上不可分の関係にある2以上の建築物のある一団の土地は、「敷地」である。
　３　特殊建築物の屋根の過半の修繕は、「建築」に該当しない。
　４　床が地盤面下にある階で、床面から地盤面までの高さがその階の天井の高さの一のものは、「地

　　　階」に該当する。

　５　建築物の周囲において発生する通常の火災による延焼を抑制するために当該外壁又は軒裏に

　　　必要とされる性能を、「準防火性能」という。
【ＮＯ．２】

　次の行為のうち建築基準法上、全国どの場所においても、確認済証の交付を受ける必要があるものはどれか。
　１　鉄骨造平家建、延べ面積200m2の一戸建住宅の改築
　２　工事を施工するために現場に設ける鉄骨造3階建、延べ面積250m2の仮設事務所の新築
　３　木造平家建、延べ面積150m2の倉庫の大規模の修繕
　４　鉄筋コンクリート造2階建、延べ面積300m2の下宿から寄宿舎への用途変更
　５　鉄骨造、高さ4mの広告塔の築造
【ＮＯ．３】

　図のような建築物の敷地面積、建築面積及び延べ面積の組合せとして、建築基準法上、正しいものは、次のうちどれか。ただし、国土交通大臣が高い開放性を有すると認めて指定する構造の部分はないものとする。

敷地面積
建築面積
延べ面積

１
460m2
95m2
160m2

２
460m2
90m2
160m2

３
437m2
130m2
220m2

４
437m2
95m2
160m2

５
437m2
90m2
220m2
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【ＮＯ．４】

　次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。
　１　指定確認検査機関は、中間検査の引受けを行ったときは、その旨を証する書面を建築主に交付

　　　するとともに、その旨を特定行政庁に通知しなければならない。
　２　建築主事等は、建築主事が完了検査の申請を受理した日から7日以内に、当該工事に係る建築物

　　　及びその敷地が建築基準関係規定に適合しているかどうかを検査しなければならない。
　３　指定確認検査機関は、確認済証の交付をしたときは、所定の書類を添えて、その旨を特定行政

　　　庁に報告しなければならない。
　４　特定行政庁は、国の建築物(建築基準法第6条第1項第一号に掲げるものの敷地及び構造について、

　　　損傷、腐食その他の劣化の状況を定期に点検した二級建築士に対して、当該建築物の敷地又は

　　　構造に関する報告を求めることができる。
　５　建築基準法第6条第1項第一号に掲げる建築物(国等の建築物を除く。)で特定行政庁が指定する

　　　ものの敷地、構造等に係る定期報告は、当該建築物の所有者(所有者が管理者と異なる場合に

　　　おいては、管理者。)が特定行政庁に行わなければならない。
【ＮＯ．５】

　天井の高さに関する次の記述のうち、建築基準法に適合しないものはどれか。

　１　学校において、床面積55m2の教室の天井の高さを、2.9mとした。
　２　診療所において、診察室の天井の高さを、2.8mとした。
　３　保育所において、保育室の天井の高さを、2.0mとした。
　４　住宅において、玄関の天井の高さを、2.0mとした。
　５　住宅において、小屋裏の収納部(納戸)の天井の高さを、1.5mとした。
【ＮＯ．６】

　木造2階建、延べ面積150m2の一戸建住宅の階段（高さ3mの屋内の直階段で、両側に直壁があるものとする。）について、次のように設計した場合、建築基準法に適合しないものはどれか。

　１　けあげの寸法を、20cmとした。
　２　踏面の寸法を、20cmとした。
　３　高さ1.6mの位置に、踊場を設けた。
　４　踊場の踏幅を、100cmとした。
　５　階段の幅を75cmとして、手すりを設置しなかった。
【ＮＯ．７】

　第一種中高層住居専用地域内(建築基準法第86条第10項に規定する公告対象区域外とする。〉において、図のような断面をもつ住宅の1階の居室の開口部(幅1.25m、面積2.0m2)の「採光に有効な部分の面積」として、建築基準法上、正しいものは、次のうちどれか。
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　１　2.0m2

　２　3.2m2

　３　4.4m2

　４　4.8m2

　５　6.0m2

【ＮＯ．８】

 木造2階建、延べ面積150m2の一戸建住宅を新築する場合の換気又は換気設備等に関する次の記述のうち、建築基準法に適合しないものはどれか。ただし、国土交通大臣の認定は考慮しないものとし、火を使用する器具は、「密閉式燃焼器具等又は煙突を設けた器具」ではないものとする。
　１　寝室の換気設備は、原則として、「自然換気設備」のみとすることができないので、所定の

　　　機械換気設備とした。
　２　便所には、採光及び換気のため直接外気に接する窓を設けた。
　３　発熱量の合計が6kWの火を使用する器具のみを設けた浴室には、換気上有効な開口部のみを設け

　　　た。
　４　発熱量の合計が12kWの火を使用する器具のみを設けた調理室(床面積8m2)には、当該調理室の

　　　床面積の1/10以上の有効開口面積を有する開口部のみを換気上有効に設けた。
　５　居間と廊下が常時開放された開口部を通じて相互に通気が確保されているので、廊下に所定の

　　　機械換気設備を設けた。
【ＮＯ．９】

　屋根を金属板でふいた木造2階建、延べ面積150m2、高さ8mの物品販売業を営む店舗において、横架材の相互間の垂直距離が1階にあっては3.2m、2階にあっては3.1mである場合、建築基準法上、1階及び2階の構造耐力上主要な部分である柱の張り間方向及びけた行方向の小径の必要寸法を満たす最小の数値の組合せは、次のうちどれか。ただし、構造計算等による安全性の確認は行わないものとする。

1階の柱の小径
2階の柱の小径

１
12.0cm
10.5cm

２
12.0cm
12.0cm

３
13.5cm
10.5cm

４
13.5cm
12.0cm

５
13.5cm
13.5cm

【ＮＯ．１０】

　塀に関する次の記述のうち、建築基準法に適合しないものはどれか。ただし、構造計算等による安全性の確認は行わないものとする。
　１　高さ2.4mの塀を、壁の厚さ15cmの補強コンクリートブロック造とした。
　２　高さ2.0mの補強コンクリートブロック造の塀の壁内に、径9mmの鉄筋を縦横に80cmの間隔で配置

　　　した。
　３　高さ1.8mの補強コンクリートブロック造の塀に、長さ2.4mごとに所定の控壁を設けた。
　４　高さ1.6mの塀を、壁の厚さ10cmの補強コンクリートブロック造とした。
　５　高さ1.2mの塀を、鉄筋で補強していない組積造とした。
【ＮＯ．１１】

　建築物の防火壁、間仕切壁等に関する次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。ただし、耐火性能検証法及び防火区画検証法による安全性の確認は行わないものとする。
　１　延べ面積1,800m2の物品販売業を営む店舗で、耐火建築物及び準耐火建築物以外のものは、床面

　　　積1,000m2以内ごとに防火壁で区画しなければならない。

　２　防火壁に設ける開口部の幅及び高さは、それぞれ2.5m以下としなければならない。
　３　有料老人ホームの用途に供する部分の防火上主要な間仕切壁は、防火構造とし、小屋裏又は

　　　天上裏に達せしめなければならない。

　４　病院の用途に供する部分の防火上主要な間仕切壁を給水管が貫通する場合においては、当該

　　　管とその間仕切壁とその間仕切壁とのすき間をモルタルその他の不燃材料で埋めなければなら

　　　ない。
　５　建築面積400m2の建築物の小屋組が木造である場合においては、原則として、けた行間隔12m
　　　以内ごとに小屋裏に準耐火構造の隔壁を設けなければならない。
【ＮＯ．１２】

　排煙設備及び非常用の証明装置に関する次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。ただし、階避難安全検証法及び全館非難安全検証法による安全性の確認は行わないものとする。
　１　延べ面積600m2の共同住宅の階段の部分には、排煙設備を設けなくてもよい。
　２　排煙設備の排煙口に設ける手動開放装置のうち手で操作する部分は、壁に設ける場合において

　　　は、原則として、床面からおおむね1.8mの高さの位置に設けなければならない。
　３　木造2階建、延べ面積220m2の一戸建住宅において、建築基準法施行令第116条の2第1項第二号の

　　　規定に該当する開口部を有しない居室には、原則として、排煙設備を設けなければならない。
　４　病院の病室から地上に通ずる通路で、採光上有効に直接外気に開放されたものには、非常用の

　　　照明装置を設けなくてもよい。
　５　非常用の照明装置の照明は、原則として、直接照明としなければならない。
【ＮＯ．１３】

　次の建築物のうち、その構造及び床面積に関係なく建築基準法第35条の2の規定による内装制限を受けるものはどれか。ただし、自動式の消火設備及び排煙設備は設けないものとする。

　１　病院
　２　学校
　３　倉庫
　４　自動車修理工場
　５　映画館
【ＮＯ．１４】

　図のような敷地において、建築基準法上、特定行政庁の許可を受けずに新築することができる建築物は、次のうちどれか。ただし、用途地域以外の地域、地区等は考慮しないものとする。
　１　作業場の床面積の合計が150m2の原動機を使用する自動車修理工場
　２　延べ面積150m2の引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場
　３　客席の部分の床面積の合計が150m2の映画館
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　４　料理店
　５　カラオケボックス
【ＮＯ．１５】

　都市計画区域内における道路等に関する次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。ただし特定行政庁による道路幅員に関する区域の指定はないものとする。
　１　建築基準法第3章の規定が適用されるに至った際現に建築物が立ち並んでいる幅員4m未満の

　　　道で、特定行政庁が指定したものがその中心線からの水平距離2m未満でがけ地に沿う場合に

　　　おいては、当該がけ地の道の側の境界線及びその境界線から道の側に水平距離4mの線をその

　　　道路の境界線とみなす。
　２　道路内の公共用歩廊は、特定行政庁の許可を受けなければ、建築することができない。
　３　地区計画の区域において、建築基準法第68条の7第1項の規定により特定行政庁が指定した予定

　　　道路内には、敷地を造成するための擁壁を突き出して築造することができない。
　４　地区計画の区域外において、自転車歩行者専用道路となっている幅員5mの道路法による道路に

　　　のみ10m接している敷地には、建築物を建築することができない。
　５　建築基準法第42条第1項第五号の規定により、特定行政庁から位置の指定を受けて道を築造する

　　　場合、道の幅員を6m以上とすれば、道の一端のみが他の道路に接するもの(袋路状道路)であっ

　　　ても、道の延長は35mを超えることができる。
【ＮＯ．１６】

　図のような敷地において、建築基準法上、新築することができる建築物の延べ面積の最高限度は、次のうちどれか。ただし、図に記載されているものを除き、地域、地区等及び特定行政庁の指定等はないものとし、建築物には、住宅、自動車車庫等の用途に供する部分及び地階はないものとする。
　１　390m2
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　２　504m2
　３　555m2
　４　585m2
　５　750m2
【ＮＯ．１７】

　図のような敷地において、建築基準法上、新築することがでぎる事務所の建築面積の最高限度は、次のうちどれか。ただし、図に記載されているものを除き、地域、地区等及び特定行政庁の指定等はないものとする。
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　１　264m2
　２　286m2
　３　288m2
　４　300m2

　５　312m2

【ＮＯ．１８】

　図のように、前面道路の路面の中心から1.2m高い平坦な敷地(門はなく、出入口を除き、周囲に高さ0.8mの網状のフェンスがある。)において、建築物を新築する場合、建築基準法上、A点における地盤面からの建築物の高さの最高限度は、次のうちどれか。ただし、道路側を除き、隣地との高低差はなく、また、図に記載されているものを除き、地域、地区等及び特定行政庁の指定等はないものとし、日影による中高層の建築物の高さの制限及び天空率は考慮しないものとする。なお、建築物は、すべての部分において、高さの最高限度まで建築されるものとする。
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　１　 8.9m

　２　11.4m

　３　11.9m

　４　12.5m

　５　13.9m

【ＮＯ．１９】

　2階建、延べ面積300m2の次の建築物のうち、建築基準法上、建築してはならないものはどれか。ただし、特定行政庁の許可は受けないものとし、用途地域以外の地域、地区等は考慮しないものとする。
　１　工業専用地域内の銀行の支店
　２　第二種中高層住居専用地域内のパン屋の工場で、作業場の床面積の合計が60m2のもの
　３　第一種中高層住居専用地域内の保健所
　４　第二種低層住居専用地域内の併用住宅で、1階を床面積150m2の学習塾、2階を床面積150m2の

　　　住宅としたもの
　５　第一種低層住居専用地域内の老人福祉センター
【ＮＯ．２０】

　都市計画区域内における建築物の延べ面積(容積率の算定の基礎となるもの)及び敷地面積に関する次の記述のうち、建築基準法上、正しいものはどれか。ただし、特定行政庁の指定等はないものとする。
　１　住宅の地階でその天井が地盤面からの高さ1m以下にあるものの床面積は、原則として、住宅の

　　　用途に供する部分の床面積の合計の1/3を限度として延べ面積には算入しない。
　２　共同住宅の共用のエレベーターの用に供する部分の床面積は、原則として、延べ面積には算入

　　　しない。
　３　建築物の屋上部分にある装飾塔の床面積は、当該建築物の建築面積の一を限度として、延べ

　　　面積には算入しない。
　４　建築物の自動車車庫等の用途に供する部分の床面積は、原則として、当該建築物の各階の床

　　　面積の合計の1/3を限度として延べ面積には算入しない。
　５　都市計画において建築物の敷地面積の最低限度が定められた際、現に建築物の敷地として使用

　　　されている土地で、この最低限度を下回るものについては、原則として、その全部を一の敷地

　　　として使用する場合においても、その敷地に建築物を建築することはできない。
【ＮＯ．２１】

　建築物の高さの制限又は日影規制に関する次の記述のうち、建築基準法上、正しいものはどれか。ただし、用途地域以外の地域、地区等は考慮しないものとする、
　１　第一種低層住居専用地域内における10m又は12mの建築物の高さの限度については、天空率の

　　　計算を行うことにより、特定行政庁の許可又は認定を受けなくても、その高さの限度を超える

　　　ことができる。
　２　北側高さ制限において、建築物の敷地が北側で水面に接する場合の当該隣地境界線は、当該

　　　水面の反対側の境界線にあるものとみなす。
　３　日影規制において、建築物の敷地が道路に接する場合、原則として、当該道路の反対側の道路

　　　境界線を敷地境界線とみなす。
　４　工業地域内において、高さが31m以下の建築物については、隣地高さ制限は適用されない。
　５　道路高さ制限において、前面道路の反対側に公園がある場合、当該前面道路の反対側の境界線

　　　は、当該公園の幅の1/2だけ外側にあるものとみなす。
【ＮＯ．２２】

　次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。ただし、地階はないものとする。
　１　防火地域内の看板で、建築物の屋上に設けるものは、その主要な部分を不燃材料で造り、又は

　　　おおわなければならない。
　２　防火地域内の2階建、延べ面積120m2の住宅は、耐火建築物としなければならない。
　３　準防火地域内の3階建、延べ面積400m2の集会場(客席の床面積200m2)は、耐火建築物としなけれ

　　　ばならない。
　４　準防火地域内の2階建、延べ面積400m2の物品販売業を営む店舗は、耐火建築物又は準耐火建築

　　　物としなければならない。
　５　準防火地域内の木造2階建、延べ面積190m2の倉庫は、その外壁及び軒裏で延焼のおそれのある

　　　部分を防火構造としなければならない。
【ＮＯ．２３】

　イ～ニの記述について、建築基準法上、正しいもののみの組合せは、次のうちどれか。
　　　イ．特定行政庁が違反建築物の建築主に対して、工事の施工の停止又は違反の是正措置を命じ

　　　　　た場合、その命令に違反した建築主は、懲役又は罰金に処せられる。
　　　ロ．建築物について建築基準法第20条の規定に違反した場合において、その違反が建築主の

　　　　　故意によるものであるときは、当該建築主については罰せられるが、当該設計者について

　　　　　は罰せられない。
　　　ハ．建築監視員は、緊急の必要がある場合においては、所定の手続によらないで、違反建築物

　　　　　の所有者に対して、仮に、使用禁止の命令をすることができる。

　　　ニ．指定確認検査機関が確認済証の交付をした建築物の計画について、特定行政庁が建築基準

　　　　　関係規定に適合しないと認め、その旨を建築主及び指定確認検査機関に通知した場合で

　　　　　あっても、その確認済証は有効である。
　１　イとロ
　２　イとハ
　３　ロとハ
　４　ロとニ
　５　ハとニ
【ＮＯ．２４】

　「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」に規定する特別特定建築物の特定施設に該当しないものは、次のうちどれか。

　１　ホテルの駐車場
　２　公衆便所の傾斜路
　３　映画館の昇降機
　４　ボーリング場の便所
　５　共同住宅の出入口
【ＮＯ．２５】

　イからニの記述について、正しいもののみの組合せは、次のうちどれか。
　　　イ．都市計画法上、市街化調整区域内で、農業を営む者が居住する住宅を建築するために行う

　　　　　300m2の開発行為は、許可を必要としない。
　　　ロ．建築士法上、建築士は、建築物の設計及び工事監理以外のその他の業務に関しても、不誠

　　　　　実な行為をしたときは免許を取り消されることがある。
　　　ハ．宅地建物取引業法上、2以上の都道府県の区域内に事務所を設置して宅地建物取引業を

　　　　　営もうとする者は、事務所を設置するそれぞれの都道府県の知事の免許を受けなければ

　　　　　ならない。
　　　ニ．民法上、境界線から2mの距離において他人の宅地を見通すことのできる窓又は縁側を設け

　　　　　る者は、目隠しを付けなければならない。
　１　イとロ
　２　イとハ
　３　ロとハ
　４　ロとニ
　５　ハとニ
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